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特集 自動車産業におけるデジタル改革

車載コネクテッドサービスの市場性

Ⅰ　車載コネクテッドサービスの現況
Ⅱ　消費者調査を通じた車載コネクテッドサービスの市場性検討
Ⅲ　今後のサービス開発に対する提言

C O N T E N T S

要　約

1	 本稿では、車載コネクテッドサービスの価格受容性について述べる。
2	 自動車メーカー各社は車載コネクテッドサービスを続々投入しつつあるが、サービスの
費用負担や価格設定、自動車そのものへの競争力の影響など、いまだに不透明な部分も
存在している。その一方で、通信キャリアは5Gに対応したコネクテッドサービスの導入
を検討しており、顧客に対する付加価値提供と、5Gインフラの投資回収を狙っている。

3	 コネクテッドサービス自体は、スマートフォンやWi-Fiが当たり前の時代における顧客
ニーズに応えるサービスであると位置づけられるが、通信や5Gといった技術中心のサ
ービスとも捉えられる。

4	 そのような状況下、自動車メーカー、通信キャリア、その他サービスを提供する事業者
にとっては、コネクテッドサービスが本当に顧客に必要とされているのか、どの程度の
対価を得られるものなのか、といった論点の重要性は論をまたない。

5	 本稿は、消費者調査を基に、上記の論点に対しての検討材料を提示するものである。

山浦耕太郎 合田索人
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Ⅰ	車載コネクテッドサービスの現況

1	 車載コネクテッドサービスの現況
各自動車メーカーは既に多種多様なコネク

テッドサービスを導入、あるいは導入を検討
している。それぞれのサービスを自動車の所
有者、ドライバー、同乗者に対する価値で分
類すると、図 1 の 4 種類に大別できる。

現状では、通信キャリアが図 1 のサービス
の前提となるインターネット環境を、自動車
メーカー、その他のサービスプロバイダーが
個別のサービスを提供、あるいは通信キャリ
アもサービスプロバイダーと連携し、個別サ
ービスの領域に踏み込もうとしている。

一方で、課金モデルについては、さまざま
な方法が検討されており、車両とは別のサー
ビスとしてサブスクリプション型で料金を徴
収するのか、一部サービスは車両購入時に一
括で支払うのか、また誰に対価を支払うの
か、といったさまざまな方向性が乱立してい

る。

2	 車載コネクテッドサービスと5G
GSMA注1によると、通信キャリアによる

資本投資額である 1 兆1000億米ドル（全世
界、2020〜2025年）のうち約 8 割が5G向け
といわれており、この多額の投資を早急に回
収することが5Gビジネスの成功要件の一つ
となっている。その中で、車載コネクテッド
サービスも重要な収益源となる可能性があ
る。

しかしながら、図 1 のサービスの中には、
既存の4Gで十分対応可能なもの、搭乗者が
持つスマートフォンで十分と考えられるもの
も少なくない。その中で、できれば5Gサー
ビスを消費者に利用してもらう、または既に
4Gで提供されている車載コネクテッドサー
ビスから5Gへの乗り換えを促すような提案
をしていくことが求められている。

図1　車載コネクテッドサービスの分類

● V2X＊1アラート：周辺の（潜在的な）リ
スクを検知し警告

● 交差点の周辺車両、歩行者、自転車
● 路面監視（路面凍結、落下物、工事区間など）
● 交通標識（速度制限、急カーブ、一時停
止など）安
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● リアルタイム高度ナビゲーション（渋滞
情報、交通規制などの情報を随時反映）

● 指差し・音声での検索・操作
● 協調制御運転
● 自動運転／遠隔運転

快適性向上

● 自動車Wi-Fiスポット化
● 遠隔車両診断
● OTA＊2 
● ドライバー健康診断・モニタリング

メンテナンス・サポート
● 外部コンテンツの高速ダウンロード
（Netflix、Huluなどの動画コンテンツ、
ゲームなど）

● 音声会話・操作（Siri、Alexaのような機能）
● すべての窓をディスプレイ化し360度映
像（自動運転が前提）

車内エンターテインメント

＊1 Vehicle to X ：自動車と周囲のもの（ほかの自動車・歩行者・インフラなど）の間の通信システムの総称
＊2 Over the Air： 無線通信によるデータ送受信、およびそれによるソフトウエアなどのアップデート機能
出所）ヒアリングなどを基に作成
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た問題意識に基づき、2019年に日米独中の 4
カ国を対象にWebアンケートによる車載コ
ネクテッドサービスの消費者調査を実施し
た。各国において自分で運転する自動車を持
つユーザーを対象に、車載コネクテッドサー
ビスに対する関心、自動車の買い替えに与え
る影響、サービスに対する支払許容額の 3 点
を念頭に調査を実施した。

1	 車載コネクテッドサービスに
	 対する関心の有無

図 2 は、各国のユーザーに対して車載コネ
クテッドサービスの区分ごとに関心の有無を
尋ねた結果である。傾向として、安全支援や
快適性向上サービスについては各国とも関心
が高い一方で、メンテナンス・サポートサー
ビスや車内エンターテインメントについて

3	 次章以降の内容
これまで述べた通り、車載コネクテッドサ

ービスは、消費者にとって最適なサービス提
供のあり方、最適な課金モデル、本当に刺さ
る付加価値は何か、5Gへの移行を踏まえた
サービスの進化、といった観点ではいまだ不
透明な部分が多い。

第Ⅱ章では、日米独中の世界四極での消費
者調査分析を通じて、この点、特に消費者が
求めるサービス、その付加価値と対価につい
て述べたい。

Ⅱ	消費者調査を通じた
	 車載コネクテッドサービスの
	 市場性検討

野村総合研究所（NRI）は、第Ⅰ章で述べ

図2　車載コネクテッドサービスに対する関心
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注）小数第1位で四捨五入したため、合計が100にならない場合がある
出所）野村総合研究所Webアンケート結果より作成
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は、「活用したい」と答えた層はいずれの国
でも相対的に少数となった。

安全支援および快適性向上サービスについ
ては、オートパイロット機能やそれに類するも
のが既に市場へ投入されていることから、回
答者も自身が利用するシーンをイメージしや
すかったものと考えられる。他方、車内エン
ターテインメントサービスについては、既存の
デバイス（スマートフォンなど）との棲み分
け・差別化のイメージがつきにくく、それが
関心の低さにつながった可能性が考えられる。

2	 車載コネクテッドサービスが
	 自動車の買い替えに与える影響

車載コネクテッドサービスがユーザーに対

して十分に訴求しているなら、自動車の買い
替えに対してもサービスの充実度合いが影響
を及ぼすものと考えられる。そこで、サービ
ス種別ごとに当該サービスの有無が「次の自
動車」の選定に与える影響の有無を尋ねた結
果を図 3 に示す。

この設問では、各国ユーザーの意識の違い
が強く表れている。中国のユーザーはいずれ
のサービス区分においても、強く考慮すると
回答した層が他国よりも高い比率で表れてお
り、特に安全支援サービスでは「必ず選ぶ」

「選定に強く影響する」を合わせて 8 割以上
に達するなど、ほぼ市場全体で必須のサービ
スとなっている。一方で日本では、安全支援
サービスについても、次の自動車の選定に

図3　車載コネクテッドサービスの有無が「次の自動車」選定に与える影響

コネクテッドサービスを搭載している自動車を必ず選ぶ　　　　コネクテッドサービスの有無が選定に強く影響する
コネクテッドサービスの有無をある程度考慮する　　　　　　　コネクテッドサービスがあれば良いと思うが、重視しない
コネクテッドサービスの有無は考慮しない

コネクテッドサービスを搭載している自動車を必ず選ぶ　　　　コネクテッドサービスの有無が選定に強く影響する
コネクテッドサービスの有無をある程度考慮する　　　　　　　コネクテッドサービスがあれば良いと思うが、重視しない
コネクテッドサービスの有無は考慮しない

安全支援（対向車・歩行者検知、標識警告など） 快適性向上（リアルタイムカーナビ、自動駐車、自動運転など）

メンテナンス・サポート（OTA、遠隔車両診断など） 車内エンターテインメント（映像コンテンツ配信、外部サービス連携など）
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注）小数第1位で四捨五入したため、合計が100にならない場合がある
出所）野村総合研究所Webアンケート結果より作成
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在保有している自動車の購入価格が強く影響
した。すなわち、プレミアム層（保有する自
動車の購入価格が400万円程度以上と定義）
においては、より高い月間支払額を許容する
層の比率がほかより高く表れており、プレミ
アム層のうち日本では 2 割弱、米国では 3 割
弱、ドイツでは 5 割強のユーザーが、車載コ
ネクテッドサービスに対して毎月5000円程度
以上の支払いを許容できると回答した。

他方、エントリー層（同購入価格200万円
程度未満と定義）においては、中国を除く 3
カ国で、コネクテッドサービスに対して「月
額料金は支払いたくない」とする層が 6 割に
達する一方、毎月5000円程度以上の支払いを
許容する層は 1 割以下にとどまる。この差に
ついては、回答者の金銭的余裕度合いに加え

「強く影響する」と回答した層は 2 割強程度
にとどまる。また日米独の 3 カ国について
は、快適性向上およびメンテナンス・サポー
トサービスについて、次の自動車の選定にお
いて「重視しない」または「考慮しない」と
回答したユーザーが 2 〜 4 割前後存在してお
り、これらのサービスが訴求していない層が
一定程度存在することを示唆している。

3	 車載コネクテッドサービスに
	 対する支払許容額

コネクテッドサービスについて、毎月定額
料金で利用できるとした際に、どの程度の金
額の支払いを許容できるかを尋ねた結果を図
4 に示す。

この質問への回答に対しては、回答者が現

図4　車載コネクテッドサービスに対して許容できる月間支払額（車体価格別）

月額料金は支払いたくない 月1,000円未満
月1,000円～ 3,000円未満 月3,000円～ 5,000円未満
月5,000円以上

0％ 20

400万円以上

200万円～
400万円未満

200万円未満

40 60 80 100

月額料金は支払いたくない 月10米ドル未満
月10米ドル～ 30米ドル未満 月30米ドル～ 50米ドル未満
月50米ドル以上

月額料金は支払いたくない 月10ユーロ未満
月10ユーロ～ 30ユーロ未満 月30ユーロ～ 50ユーロ未満
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出所）野村総合研究所Webアンケート結果より作成
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ルの低い日本で約180億円／年、コネクテッ
ドカーの販売台数が多くポテンシャルの最も
高い米国で約2000億円／年となり、車載コネ
クテッドサービスはプレミアム層向けだけで
も一定の市場規模を期待できる。さらにこれ
らの市場規模は、コネクテッドカーの保有台
数に応じて拡大すると考えられ、また今後発
売される「プレミアム層」向けの自動車はコ
ネクテッドカーの比率が高まっていくと考え
られることから、今後も順調に規模を拡大し
ていくものと期待される。

Ⅲ	今後のサービス開発に対する提言

今回の調査を通じて、プレミアム層の車載
コネクテッドサービスに対する支払許容額は
比較的高い水準にあり、一定の市場ポテンシ
ャルを期待できることが示された。これを踏
まえ、最後に既存のコネクテッドサービスと
その価格帯について、事例を挙げながら本消
費者調査とも併せて、通信キャリア・自動車

て、プレミアム層が保有する自動車には既に
何らかのコネクテッドサービスが搭載されて
おり、利用満足度の高さが支払許容額の高さ
につながっている可能性が考えられる。

4	 プレミアム層向け
	 コネクテッドサービスの
	 市場ポテンシャル検討

プレミアム層においては、車載コネクテッ
ドサービスに対して一定の支払いを許容する
ことが分かった。この結果を踏まえて、プレ
ミアム層向けの当該サービスの市場ポテンシ
ャルを簡易的に試算した。

直近 3 年間にコネクテッドカーとして販売
された自動車のうち、Dセグメント以上に分
類されるものを「プレミアム」と定義し、こ
の台数に対して毎月5000円程度以上の利用料
を払うポテンシャルのある層の比率（潜在顧
客比率）を乗じて、各国のコネクテッドサー
ビスの年間市場規模を算出した（図 5 ）。

その結果、潜在顧客比率が低くポテンシャ

図5　コネクテッドサービスの市場ポテンシャル試算（プレミアム層向け）
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コネクテッドカー
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新車販売台数

車体価格400万円以上
セグメント比率

コネクテッドサービス
年間50,000円前後以上

潜在顧客比率

プレミアム層向け
コネクテッドサービス
市場ポテンシャル

11,880千台 × 21.5％ × 14.3％
（月額5,000円以上） ＝ 18,257百万円／年

27,531千台 × 57.5％ × 27.3％
（月額50米ドル以上） ＝ 215,699百万円／年

5,645千台 × 32.1％ × 52.9％
（月額50ユーロ以上） ＝ 48,040百万円／年

16,290千台 × 31.9％ × 33.3％
（月額300元以上） ＝ 86,530百万円／年

富士経済による販売台数
（2019年は予測値）
米国とドイツの数字は、そ
れぞれ北米・欧州の予測値
に対し、IHS Markit算出の当
該地域に占める両国の新車
販売台数比率を乗じて算出

新車価格400万円以上＝アッ
パーミドルクラス以上とし、
新車販売台数に占めるD-Fセ
グメントの比率を用いた

現在乗っている自動車の購
入価格が400万円以上と回答
した人において、月当たり
支払額がおおむね5,000円以
上と回答した比率

D-Fセグメントユーザー
で、かつ年間50,000円前
後以上を支払うとする人の
みを対象とした市場ポテン
シャル

出所）野村総合研究所Webアンケート結果、IHS Markit、富士経済「コネクテッドカー関連市場の現状とテレマティクス戦略2019」より作成
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らいとの声が複数聞かれた。
その一方で、本消費者調査では高級車を所

有する層を中心に月5000円程度、もしくは月
1 万円以上を支払ってもよいと答えたユーザ
ーが一定数存在することは注目に値する。こ
の金額水準であれば、自動車メーカーによる
車載コネクテッドサービス提供を通じて、ユ
ーザーからの投資回収を図ることも一考の余
地があるのではないか。

ただし、本調査でも示された通り、消費者
の関心が高いのは「安全支援」や「快適性向
上」といった運転時のサービスである。これ
らのサービスを、5Gネットワークを通じて
提供する場合、ネットワークが一定の範囲を
カバーしていることが前提となる。ネットワ
ークを敷設する通信キャリアと、サービスを
提供する自動車メーカーとの間の戦略の整合
が重要になろう。

2	 自動車メーカーにおける方向性
前述の通り、自動車メーカー各社はコネク

テッドサービスを次々と市場投入している。
たとえばテスラでは、無料のコネクテッドサ
ービスとして、Wi-Fi下でのビデオや音楽の
ストリーミングやインターネットブラウジン
グ な ど が 提 供 さ れ て い る。 月 額9.99ド ル

（2020年 4 月26日時点、北米向け）を支払う
ことにより、プレミアムサービスとして
Wi-Fi以外の環境でも使用することが可能と
なる。アウディの場合には、月額20ドルで無
制限の通信が可能となる（テスラと同様のタ
イミングで情報を取得、22GB以上の通信は
速度制限がかかる可能性がある。また、両社
とも購入条件やプラン次第で価格は変化する
ので、あくまで参考値）。

メーカーそれぞれの視点でコネクテッドサー
ビス開発の方向性について述べたい。

1	 通信キャリアにおける方向性
冒頭で述べた通り、通信キャリアは5Gイ

ンフラの投資回収先の一つとして、車載コネ
クテッドサービスの導入を推進している。

日本国内だけを見ても、通信キャリア 4 社
は、2020年度から24年度末までの 5 年間に、
5Gインフラに計1.6兆円を投じるとしている注2。
これに対し、20年 3 月より一部地域で一般コ
ンシューマー向けの5Gサービスが始まった
が、各社とも従来の料金プランに月1000円程
度の上乗せでサービスを提供するものとなっ
ている。もともと一般コンシューマーのスマ
ートフォン向けサービスにおいては、かなり
の範囲が従来の4Gで対応可能であるとされ
ており、このことを踏まえると上記の金額水
準であっても、どの程度のコンシューマーが
5Gサービスに追加料金を支払うかは未知数
である。従って通信キャリアにおいては、
5Gネットワークを活用したBtoBビジネスが
重要であり、その代表例の一つが車載コネク
テッドサービスとなる。

この際、通信キャリアにとっての収益性と
いう面で考えると、通信キャリアが通常の携
帯電話で設定する料金体系などから考えて
も、月額約10〜20ドルというサービス価格の
設定では、新たな収益源としての魅力は限定
的となる可能性がある。筆者が19年 2 月の
Mobile World Congressで欧米の通信キャリ
アと議論をした際、各社とも車載コネクテッ
ドサービスを有望視していたものの、消費者
に対してどのように課金し料金を回収する
か、そのビジネスモデルが現時点では描きづ
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れたメルセデス・ベンツの車両内でのゲーム
機能コンセプトはその端緒とも考えられる。
将来的に車両が住宅に次ぐ高品質の閉鎖居住
空間となり、映画鑑賞やゲームをするユーザ
ーにとってリビングルーム並みかそれ以上の
快適性を獲得した場合、現在付加価値が取り
づらい車内エンターテインメントの領域が一
気に花開く可能性もある。

コネクテッド標準時代が到来しつつある
中、大衆車を意図した普及価格帯のサービス
は当然として、高いユーザーベネフィットを
前提とした高価格帯のサービスや、高級車を
所有するユーザーの嗜好を踏まえたプレミア
ムサービスによる高付加価値領域を押さえる
ことがサービスによる投資回収、車両価値向
上のための要諦となろう。

注

1	 GSM方式の携帯電話通信システムにおける標準
化・技術開発などを推進する業界団体

2	 総務省「第 5 世代移動通信システムの導入のた
めの特定基地局の開設計画の認定に係る審査結
果」（2019年 4 月）
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本稿で主に車内エンターテインメントと呼
んでいる領域はほかのOEMの場合もおおよ
そ同程度のサービス、および価格帯である。

今回実施した消費者アンケートでは、無料
〜月額1000円程度の支払いを許容するユーザ
ーが、特に大衆車の価格帯で 3 分の 1 〜過半
程度となっている。この種のエンターテイン
メントおよびナビゲーションサービスのみを
活用するユーザーをカバーすることをベース
ラインとすることは、コネクテッドサービス
の裾野を広げる上で重要と考えられる。ま
た、この価格帯のサービスは、標準搭載の極
めて基本的なサービスとなることが考えら
れ、自動車メーカーにとってはほぼ必須のサ
ービスとなろう。

それと同時に、一般ユーザーの 5 倍、10倍
といった金額を支払いを許容する層の存在は
無視できない。これらの層をターゲットにし
たサービスを展開し、効率的に投資を回収す
ることも検討されるべきではないだろうか。
当然、価格に値する付加価値がないサービス
には対価が支払われないが、5Gを前提とし
た自動運転や安全関連のサービスといった比
較的新規性の高いもの、加えて保険・メンテ
ナンスといったサービスなどの中古・リース
価格、そのほかランニングコストにも影響す
るものは、ユーザーに対する価値（たとえば
メンテナンスコストの低減や下取り価格の上
乗せ）などとも組み合わせて最適価格を設定
するといった工夫も必要になるだろう。

さらに忘れてはならないのは、自動運転と
ともに進展する車両空間の居住空間化との組
み合わせによるプレミアムサービスである。
19年のMobile World Congressでリリースさ


